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　研　　　　究

乳幼児の感染症受療率の動向

川井 巧1），後藤　あや2），安村　誠司3’）

〔論文要旨〕

　日本における小児感染症の近年の動向について，厚生労働省患者調査から得られる受療率を指標とし

て，その他の政府統計データから得られる各種要因との関連を分析した。最近20年の感染症による受療

率は横ばいだったが，2002年から2005年の間に上昇がみられた。各都道府県の入院感染症受療率と関連

要因の相関については，合計特殊出生率と0～4歳の保育所・幼稚園在所門下割合と有意な正の相関が

みられ，1保育所あたりの在所児数一人あたりの県民所得，そして6歳未満の親族のいる世帯での核

家族割合と有意な負の相関がみられた。以上より，家庭・保育施設などの集団生活，社会経済状況など

が感染症に関連していることが示唆された。
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1．はじめに

　小児期のなかでも乳幼児期は入院加療が最も

多い時期であり，2005年の小児の入院は，周産

期異常と先天奇形，変形および染色体異常を除

くと感染症が0歳では48。2％，1歳から4歳で

は58．6％を占めている1）。北米における保育園

児のいる家庭を対象とした研究では，子どもの

感染症による親の仕事の欠勤日数は年間13日2＞

で，親の経済的負担（医療費などの直接経費と，

ベビーシッター代などの間接経費を含む）は半

年間で約261ドルと推計されている3＞。乳幼児

の感染症罹患は，子ども自身の身体的負担のみ

ならず，家族の生活にも多大な影響を及ぼして

いる。

　感染症罹患の三大要因は，病因・宿主・環境

である。欧米では，宿主に関して栄養状態や免

疫などの身体的要因，環境に関して家庭環境・

育児状況・衛生行動などを考慮した疫学研究が

実施され，保育所・幼稚園へ通所・通園してい

る児や同胞の影響などが感染症罹患の危険要因

として報告されている4・5）。日本では，特定の

疾患6）や予防接種状況7），定点把握による感染

症発生動向調査8）に関する疫学的報告が多く，

またRSウイルス感染での入院患者を対象と

して重症度に関連する要因の報告9）はみられる

が，小児の感染症に関する危険因子を包括的に

検討した報告はない。本研究では，日本での小

児における感染症全体の近年の動向とそれに関

連する要因について，患者調査から得られる受

療率などの政府統計データを用いて分析した。

［．方 法

1．データベース

　厚生労働省統計表データベース10）から人口動

態調査，医療施設調査，患者調査，医師・歯科

医師・薬剤師調査，地域児童福祉事業等調査，

総務省統計局「e－Stat」11）から国勢調査，社会・
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人口統計体系，就業構造基本調査，そして文

部科学省から学校基本調査12）のデータを利用し

た。

表1　分析に使用した資料

社会経済状況 一人あたりの県民所得1）

0歳から4歳の人口割合2）

2．指　標

　感染症罹患数の指標として，受療率を用いた。

受療率は，推計患者数を人口で除して人口10万

対であらわした数と定義され，厚生労働省によ

り3年毎に実施される患者調査により集計され

る。本研究では，傷病分類別の受療率から，感

染症および寄生虫症・中耳炎・呼吸器系疾患の

受療率の合計を算出し，これを感染症受療率と

定義した。

医療状況 医師数（人口10万対）3〕

小児科医師数（人口10万対）4｝

合計特殊出生率「“1

乳児死亡率6）

一般病床数（人口10万対）7［

家庭・保育環境　共働き世帯割合8）

　　　　　　　女性有業率9，

　　　　　　　6歳未満の親族のいる家庭での核家族割合ao）

　　　　　　　1保育所あたりの在所児数（4歳以下）u，

　　　　　　　1幼稚園あたりの在所児数（4歳以下）za）
　　　　　　　0歳から4歳の施設在所児数割合，T3》

母児の状態 低体重児割合ユ4）

3．分析方法

1）受療率の動向

　受療率と感染症受療率について，4年齢階

級別に（全年齢・0歳・1～4歳・5～9歳）

1984年から2005年までの3年毎の動向を検討し

た。

2）受療率同士の相関の検討

　1996年から2005年の3年毎，計4回の入院・

外来別受療率について，都道府県別に0～4歳

の感染症受療率を算出し，その平均値を算出し，

受療率同士の相関を検討した。

3）受療率と関連要因の検討

　入手可能であった関連要因は，感染症罹患の

三大要因のうち環境と宿主に関する項目であっ

た。これらを表1に示したように社会経済状況，

医療状況，家庭・保育環境母児の状態に分類

資料　　1）総務省「平成13年社会・人口統計体系」

　　　2）総務省「平成12年社会・人口統計体系」

　　　3）厚生労働省「平成12年医師・歯科医師・薬剤師

　　　　調査」

　　　4）厚生労働省「平成12年医師・歯科医師・薬剤師

　　　　調査」
　　　5）厚生労働省「平成12年人口動態調査」

　　　6）厚生労働省「平成12年人口動態調査」

　　　7）厚生労働省「平成12年医療施設調査」

　　　8）総務省「平成12年社会・人口統計体系」

　　　9）総務省「平成14年就業構造基本調査」

　　　10）1総：務省「平成12年国勢調査」

　　　11）厚生労働省「平成15年地域児童福祉事業等調査」

　　　　から算出
　　　12）文部科学省「平成14年学校基本調査」から算出

　　　13）総務省「平成12年国勢調査」と11），12）から算出

　　　14）厚生労働省「平成12年人口動態調査」

し，都道府県別に各項目について入院・外来別

感染症受療率との関連をSpearmanの相関係数

を用いて分析した。統計ソフトはSPSS　J14．0

を使用した。

10万人対
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図1　受療率の動向
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図2　感染症受療率の動向

表2　都道府県別の受療率の相関

相関係数r、

外来受療率　　外来感染症受療率　　入院受療率　　入院感染症受療率

外来受療率

外来感染症受療率　　　O．926＊＊

入院受療率　　　　　　0．176

入院感染症受療率　　　O．314＊

O．171

0．288 O．551＊＊

相関係数r、はSpearmanの相関係数 ＊p〈O．05　＊＊p〈O．Ol

皿．結 果

1．受療率の年齢階級別の動向

1）受療率（図1）

　一貫して0歳が最も高く，以下全年齢，1～

4歳　5～9歳の順であった。全年齢層におい

て，2002年から2005年の間で上昇を認めた。

2）感染症受療率（図2）

　1987年以後1～4歳で最：も高く，以下0歳，

5～9歳全年齢の順であった。受療率同様に

2002年から2005年の間で上昇を認めた。

2．都道府県別．の受療率の相関（表2）

　外来受療率と外来感染症受療率（rs＝0．926，

p＜O．01），入院感染症受療率（r，＝O．314，p

＝0．03），入院受療率と入院感染症受療率（r、

＝O．551，p＜0．01）に有意な正の相関がみら

れたが，外来感染症受療率と入院感染症受療率

には有意な相関は認められなかった。

3．都道府県別の感染症受療率と関連要因との相関

　（表3）

1）外来感染症受療率

　1保育所あたりの在所児数（r，＝一〇．301，

p；0．04）と有意な負の相関がみられた。

2）入院感染症受療率

　合計特殊出生率（r，＝0．318，p・＝0．03），0

～4歳の保育所・幼稚園在所児数割合（r、＝

O．335，p＝O．02）と有意な正の相関がみられ，

一人あたりの県民所得（r、＝一〇．376，p＝

0．01），6歳未満の親族のいる世帯での核家族

割合（r、＝一〇．316，p＝O．03＞，1保育所あ

たりの在所児数（r、ニー0．307，p＝0．04）と

有意な負の相関がみられた。

1V．考 察

1．受療率の動向

　乳幼児期は，母体からの移行免疫の消失が大

きく影響するため，全年齢で最も感染症罹患が

多い時期といえる。本分析でも受療率では全年

齢がO歳に次いで高かったが，感染症受療率で

は0～9歳のすべての年齢層において全年齢よ
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表3　都道府県別の感染症受療率と関連要因との相関

相関係数r，

外来感染症　入院感染症

　受療率　　　受療率

社会経済状況

　一人あたりの県民所得

　0歳から4歳の人口割合
医療状況

　医忌数

小児科医師数

合計特殊出生率

乳児死亡率

一般病床数

家庭・保育環境

　共働き世帯割合

女性有業率

　6歳未満の親族のいる家庭で

　の核家族割合

　1保育所あたりの在所児数

　1幼稚園あたりの在所忌数

　0歳から4歳の在所児数割合

母児の状態

低体重児割合

一〇．178　一〇．376＊＊

一〇．174　一〇．227

　O．165

　0．037

　0．135

一　O．　oog

　O．099

　O．230

　0．133

－O．209

一　O．301＊

一　O．039

一　O．148

一　O．　131

一　O．1ee

　O．318＊

　O．oos

　O．239

　O．254

一　O．　170

一　O．316＊

一　O．　307＊

一　O．217

　0．335＊

一〇．229　一〇．209

r、はSpearmanの相関係数 ＊p〈O．05　＊＊p〈O．Ol

り高いことが明らかとなった。予防接種の普及

や衛生環：境の改善により，日本における5歳未

満児の死亡率は，出生1，000人あたり4人であ

り，国際的には極めて良好な数値を示してい
る13）。

　最近20年における0～9歳の受療率は横ばい

で，2002年から2005年の間で若干の増加が見ら

れたが，一時点に過ぎず，断定的なことは言え

ない。しかし，この期間に自治体毎に差異はあ

るがユ4），乳幼児医療費の患者負担が減額，また

は無料化が各自治体で急速に進行しており15），

それに伴い受療行動が増長された可能性があ

る。これにより，感染症のみならず，受療率全

体が増加していることをある程度説明できると

考えられる。

　さらに本分析では，外来受療率と入院受療率

には有意な相関はみられなかった（表2）。こ

れは，外来が多いからといって入院が多くなる

わけではないことを示しており，外来数には入

院には至らない軽症の受診が関係していること

が考えられた。このように受療率には疾病の発

症のみならず受療行動も反映され，疾病は減少

していても，より軽症での受診が増えれば受療

率の減少は少なくなる。市川16）は，特に小児で

は，医療技術の進歩により，早期診断・治療が
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可能となる反面，救急医療への依存度が増加す

ると述べている。また，小児の発熱に対する母

親の不安も大きく17），保護者への正確な知識の

提供，医療機関への適切な受診についての啓発

が極めて重要である。

2．受療率と関連要因の検討

　乳幼児期には保育所や幼稚園へ通園する児が

徐々に多くなり，集団生活の機会は増加する。

それに伴い，保育所・幼稚園などの特定の施設

での感染症の流行がしばしばみられ，各施設で

はその対策が極めて重要である18）。0歳から4

歳の保育所在所児数割合と入院感染症受療率が

有意な相関を示したことは，集団生活の機会の

増加により感染症罹患が増えることを示してお

り，感染症受療率は0歳ではなく1～4歳が最

も高かったことにも関連すると考えられる。

　さらに，集団生活で接触する乳幼児が増える，

つまり保育所・幼稚園の規模が大きいと在所児

も増え，感染機会は増加するとの海外での報告

があり19），日本においても同様の傾向を想定し

ていたが，本分析では1保育所あたりの在所児

数と感染症受療率は有意な負の相関がみられて

おり，仮説とは逆の結果となった。稲毛20）は，

看護i職を配置している保育施設のほうが配置し

ていない保育施設と比較して，児童数および0

歳畳数とも有意に高いと報告しており，規模の

大きい保育施設のほうが施設の保健衛生への意

識が高いことにより感染症受療率が低くなって

いたとも考えられる。保育施設での衛生管理と

児の感染症罹患に関するさらなる研究が必要で

ある。

　入院感染症受療率との関連がみられた合計特

殊出生率と6歳未満の親族のいる世帯での核家

族割合は，ともに家庭内環境の指標である。合

計特殊出生率は，同胞の数と考えることができ，

合計特殊出生率と入院感染症受療率の正の相関

は，家庭内での同胞からの感染機会が増加する

ことに伴う感染症罹患の増加を示している。ま

た，6歳未満の親族のいる家庭での核家族割合

との有意な負の相関は，小児のいる家庭での家

庭内人員が増えると感染症罹患が増えることを

示している。上記のいずれも家庭内で接触する

家族が増えると感染症罹患が増えるとの結果で
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あり，前述の保育所への通所・幼稚園への通園

と同様に接触する人員が増えると感染症罹患は

増加するということを示していると考えられ

た。

　一人あたりの県民所得は都市化と生活水準の

指標として考えられる21）。世界的には貧困層は

富裕層に比べて感染症での死亡率が高いことが

知られており22），本分析でも一人あたりの県民

所得は入院感染症受療率と有意な負の相関がみ

られ，日本においても感染症罹患については同

様の傾向がみられることが確認された。

　以上の結果から，乳幼児の感染症受療率の動

向には，家庭・保育環境が重要であり，その中

でも家庭や保育施設などの集団生活の影響が大

きく，さらには感染症に罹患した際の親の受診

行動や，乳幼児医療費の無料化など育児支援政

策，社会経済状況など，多岐にわたる背景要因

が影響することが明らかになった。しかしなが

ら，本研究の限界として以下の三点が挙げられ

る。第一に，患者調査が，指定の医療機関で10

月号指定日に行われることから，患者の全数を

把握しておらず，その数値も年間を通した数値

ではないことである。第二に，地域相関研究で

あるため，受療率と関連要因の因果関係は明ら

かでない。第三に，感染症に関連のある要因は，

今回検討した項目以外にも存在している可能性

がある。これらの点を踏まえたうえで，さらな

る関連要因を考慮した疫学調査が実施されるこ

とが望まれる。
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（Summary］

　We　collected　data　from　a　Japanese　government

statist．ical　database　to　analyze　recent　trends　in

frequency　Q．　f　medica．1　consultation　for　childhood

infectiQns　and　related　factors．　For　20　years　prior

tQ　2002，　the　frequency　Qf　medical　consultation　for

childhood　infections　remained　constant，　and　has

increased　s／lightly　since　then．　At　the　prefectural

level，　proportion　of　children　admitted　to　the　hospi－

tal　for　infection　was　positively　correlated　with　total

fertility　rate　and　percentage　of　children　attending

kindergarten　or　day　care．　ln　contrast，　it．　was　nega－

tively　correlated　with　number　of　children　per　day

care　center，　income　per　capita，　and　percentage　of

nuclear　fa．　milies　among　households　with　children　un－

der　6－yearsっld．　These　results　suggest　that　family

structure，　out－of－hQme　child　care　and　socioeconom－

ic　status　are　associated　with　childhood　infection．
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